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令和６年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

          分担研究報告書(非専門医連携対策) 

電子カルテアラートに替わる院内非専門医に対しての新しいシステム構築の取組

研究分担者：寺井 崇二 新潟大学医歯学総合病院 肝疾患相談センター 

研究協力者：木村 成宏 新潟大学医歯学総合病院 肝疾患相談センター 
 

 

A. 研究目的 

ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけ

され、約350万人のキャリアが存在すると推定

されている。肝炎ウイルス検査は、本人が自

覚的に受検する場合と、大きな外科手術や妊

娠・出産時などに必ずしも本人が自覚しない

うちに受検する場合がある。 

肝炎ウイルス検査を「受けた」と回答し、

かつ、受検した検査の種類を「HBV and/or 

HCV」と回答した者が肝炎ウイルス検査の

「認識受検者」であり、肝炎ウイルス検査を

「受けたことがない」又は「分からない」と

回答し、かつ、「1982 年以降に大きな外科手

術をした」「1986 年以降に妊娠出産をした」、

「1973 年以降に献血をした」のうち、少なく

とも 1 つ以上に回答している者が HBV 検査

の「非認識受検者」と定義されている。 

リツキシマブをはじめとした、抗癌剤投与

によるHBV再活性化の事例が報告されはじめ、

各病院において電子カルテに肝炎陽性者のア

ラートシステムを導入し、専門チームが形成

されるなどの、その対策が急務とされている。 

平成30年度診療報酬改定 において、手術前

医学管理料として、【本管理料に包括されて

いる肝炎ウイルス関連検査を行った場合には、

当該検査の結果が陰性であった場合も含め、

当該検査の結果について患者に適切な説明を

行い、文書により提供すること】という記載が

追記された。 

このように全診療科において、ウイルス性肝

炎に対する周知を行い、もれなく検査を施行す

ることが理想的であるが、専門科以外の医師が

それを遵守することは実診療では時に困難であ

る。 

そこで2017年1月から電子カルテのアラートシ

ステムの導入を行い、HBｓ抗原陽性、HCV抗体陽

性であった場合にアラートメールを自動発信さ

せるシステムを追加しが、紹介率は約3割と低く、

特に眼科や整形外科においては紹介されない理

由もカルテに記載がないことが多く、紹介すべ

き患者であるかどうかの振り返りも困難であっ

た。 

そこで本研究では、過去に当院で肝炎ウイル

ス検査を実施された入院患者に確実に検査結果

を通知し、更に受診が必要と考えられる症例に

対して直接、医師もしくは肝炎医療コーディネ

ーターが介入するシステムを構築し、介入を行

う共にそれぞれの症例での病状の認識に関して

調査を行った。 

研究要旨：平成30年度診療報酬改定 において、手術前医学管理料として、【本管理料

に包括されている肝炎ウイルス関連検査を行った場合には、当該検査の結果が陰性で

あった場合も含め、当該検査の結果について患者に適切な説明を行い、文書により提

供すること】という記載が追記された。 

 新潟大学医歯学総合病院では2017年1月より電子カルテアラートシステムを導入し、

肝炎検査陽性となったものに対して、消化器内科への受診勧奨を行ったが紹介率は約3

割と低い水準であった。特に眼科（38%）や整形外科（50％）からの紹介率が低く、こ

れは全国的にも同様の傾向である。そこで本研究では、過去に当院で肝炎ウイルス検

査を実施された入院患者に確実に検査結果を通知し、更に受診が必要と考えられる症

例に対して直接、医師もしくは肝炎医療コーディネーターが介入するシステムを構築

し、運用を開始した。 
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B. 研究方法 

1．対象患者 

2023年1月～2023年12月のICUを除く全病棟

に予定入院する患者で、以前にHBs抗原検査、

HCV抗体検査を実施している患者を対象とし

た（重複や消化器内科患者は除く）。 

 

2．方法 

入院クラークが、入院案内時に、検査結果

が自動転記される「肝炎ウイルス検査結果通

知書」（図１）を患者に配布・説明し、どち

らか陽性の場合は、同一書面の問診票を記載

してもらう。「検査結果を始めて知った」、

「定期受診していない」等、介入の必要があ

る患者を当センターで拾い上げ、入院中に直

接訪問し、詳細な問診を経て、精査の必要が

高い患者は外来予約を取得、もしくは他院へ

紹介した（概要図）。 

 

 
 

3．評価項目 

陽性者数（介入候補者数）、介入必要者数

（外来予約や他院初回が必要な数）、介入不

要の理由（他院通院中や、過去に精査済み

等）、介入候補者における病識等を調査した。 
 

C. 研究結果 

HCV抗体については7880銘、HBs抗原につい

ては7982名に肝炎ウイルス検査結果通知書を

配 布 で き た 。 HCV 抗 体 陽 性 者 は 101 名

（1.28%）、HBs抗原陽性者は74名（0.93%）

であった。 

HCV抗体陽性101名のうち、クラークの問診

時点でC型肝炎に対して通院していると答え

た患者は51名であり、検査結果を認識してい

るが通院していない（認識・非通院）患者は

33名、検査結果を始めて知った（非認識）は

12名、不明は5名であった。この50名に対し

てセンターが問診を行ったところ、SVRで当

院や他院通院中、偽陽性・既感染例や担癌患

者など、介入の必要性が低い患者は23名であ

った。残りの7名は介入必要と判断した。当

科受診しHCV-RNA未検出が22名、当科紹介は 

9名でそのうちDAAでの治療が行われた症例は

1名であった。 

HBs抗原陽性74名のうち、クラークの問診

時点でHBs抗原陽性に対して通院していると

答えた患者は54名であり、検査結果を認識し

ているが通院していない（認識・非通院）患

者は12名、検査結果を始めて知った（非認識）

は2名、わからないと回答した方は3名、不明

は3名であった。この20名に対してセンター

が問診を行ったところ、他院通院中であった

り、担癌であったりなど、介入の必要性がな

い患者は2名であり、治療ないし経過観察が

必要な症例は6名と判断した。 

 

  

  



－75－  

D. 考察 

当院院内非専門科におけるHBs抗原陽性者

は0.9%であり、新潟県の自治体検診での陽性

率（0.67%;令和元年度）と同等であったが、

HCV抗体の陽性率は1.2％と新潟県の自治体検

診での陽性率（0.09%;令和元年度）と比較し

て高値であり、検診未受検者の効率的な拾い

上げに有用である可能性が示唆された。 

以前まで使用していた院内アラートでは、

紹介されない患者の半数の理由が不明であっ

たが、今回の手法ではセンターが直接介入す

ることにより、①既に肝炎に対して通院中、

②超高齢や担癌・認知症、③偽陽性などが全

数確認出来、実際に介入すべき症例はごく少

数であることが分かった（HBs抗原 6名/7982

名, HCV抗体 9名/7880名）。各病棟に配置さ

れている入院クラークと連動することにより、

介入候補陽性者を絞り込み、確実に受診へと

繋げることが可能となった。 

本研究では肝炎ウイルスについて経過観察

されている症例であっても本人が認識してい

ない症例が多くいることが判明した。具体的

にはHCV抗体陽性者で、初めて知った、わか

らない、受診していないと答えた45名のうち、

実際は通院されている症例が19名(42%)いた。

HBs抗原陽性者においても17名中9名(53%)が

認識していなかった。大学病院という特性上、

他の診療科がメインで診療しており肝疾患に

ついては自覚症状もないため記憶から欠落し

てしまいかねないものと考えられた。HBs抗

原陽性者については抗悪性腫瘍薬や免疫抑制

薬により致命的な肝炎が起こり得るため、非

専門医のみならず患者本人への啓発活動も合

わせて行う必要があるように思われた。 

今後は医療関係者のみならず肝炎患者会に

も肝炎コーディネーター講習を案内していく

と同時に、結果通知と介入を継続し陰性結果

周知やHCV抗体は終生持続することを周知す

る啓発活動にも努めていく予定である。 

 

E. 結論 

院内非専門医で実施された肝炎ウイルス検

査結果を確実に伝え、要介入者を選別し当 

センターが直接介入するシステムの運用を開

始した。今後も症例を積み重ね検証を続けて

いく。 

 

 

F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

なし 

 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

上記の研究班活動に加えて、新潟大学医歯

学総合病院肝疾患相談センターの活動として、

新潟県福祉保健部健康対策課感染症対策係と

連携し、肝炎撲滅対策に取り組んでいる。 

G. 研究発表 
1. 発表論文 

なし 

 

2. 学会発表 

なし 

 

3. その他 

啓発活動 

・2024年度肝がん撲滅運動 

市民公開講座オンデマンド配信 

2024年7月22日～8月18日 

 

・令和6年度第1回新潟県肝炎医療コーディネ

ーター養成研修Webライブ配信  

令和6年7月23日 

 

・令和6年度第2回新潟県肝炎医療コーディネ

ーター養成研修オンデマンド配信 

令和7年2月10日～2月14日 

   

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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